
記入要領の例

【２】申請書の「２．申請

者が属する世帯の状

況」に記載した全ての方

の状況を記載して下さ

い。

【１】

【２】

【３】

【４】

【令和5年1月から9月ま

での任意の1か月の収

入により申請する場合】

【３】④欄には、収入の

減少のあった月を、⑤

欄には、その月の収入

を、⑥欄には、D×12の

額を記載して下さい。

【４】下表から、①欄の人

数に対応する区分の非

課税相当収入限度額を

確認し、【５】この額を⑦

欄に記入して下さい.。

【６】非課税相当収入限

度額（⑦欄）と年間収入

見込額（⑥欄）を比較し

て、⑥欄のほうが低け

れば支給対象（２枚目

は記載不要）

【５】

【６】

【７】記載例②の場合、

非課税相当収入限度額

（⑦欄）と年間収入見込

額（⑥欄）を比較して、⑥

欄のほうが高いため、

所得による申請となりま

す。（２枚目を記入）

【７】

【１】予期せず令和5年1

月から9月までに家計が

急変し、収入の減少が

した場合✔を記入して

下さい。収入の減少が、

定年退職等のあらかじ

め予期されるものである

場合、本給付金の対象

とはなりません。



【―】

【８】 【９】

【―】収入により申請す

る場合は記入不要

【８】⑦欄の年間収入見

込額を転記してください

【11】年間所得見込額を

計算してください

年間所得見込額＝

収入額－（⑧給与所得

控除額＋⑨事業収入等

の経費＋⑩公的年金等

控除）

⑪の額が⑫の額を下回

れば支給対象となりま

す。

【10】下表の非課税限度

額早見表から、扶養人

数に応じて、該当する金

額を記入してください。

【９】各欄に該当する控

除額を記入して下さい

【10】
【11】


